
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○【財政力指数】：　人口の減少や高齢化の進行に加え、基幹的産業がないこと等により、財政基盤が弱く、類似団体平均をかなり下回る。
事務事業の見直し、外部委託、指定管理者制度の導入を進めている。今後は来年度策定予定の自立計画に基づき、不採算部門及び合併
によって生じた各種重複施設の整理統合を検討し、行政の効率化をつうじて財政の健全化を図る。

○【経常収支比率】：　平成17年3月の町村合併により、人件費の削減、事務経費の圧縮を図ったところであるが、さらに地方債の繰上償還
による公債費の削減、新規採用の抑制による職員数の減などにより、経常経費比率の向上をめざす。

○【ラスパイレス指数】：　合併による一部事務組合直営化や職員構成の変動などにより、グループ平均を2.4ポイント上回る97.0となってい
る。人件費の縮減は、現在町で策定を進めている自立計画の歳出改革においても重要な位置を占めており、あらゆる可能性を排除せず給
与の適正化に努め、今後数年間で類似団体平均の水準まで低下させる。

○【起債制限比率】：　過去からの計画的な起債により、現状では類似団体等の平均を下回る。しかし今後は大型事業の元金償還が始ま
り、平成19から20年度に公債費のピークを迎えることから当比率の悪化が予想される。また、財政事情の悪化により建設事業費の財源を合
併特例債等に頼らざるを得ない状況にあり、従来以上に計画的な起債による負担平準化をすすめる。
　経費節減から生まれる余剰金及び減債基金積立金により、まず今年度中に８億程度の繰上償還をおこない、公債費の圧縮に努める。

○【人口一人当たり地方債現在高】：　近年償還期間の比較的短い旧地総債による大型事業が続き、類似団体中の平均を上回る状況にあ
る。その中には今後元金償還の開始するものも含まれ、その場合さらに当該金額が増える恐れがあるため、上記のとおり今年度中にも、減
債基金等による繰上償還を実行する予定である。補助事業の一般財源化に伴い、新規建設事業等はその多くを起債に頼らざるを得なくなっ
ている。事業の採択及び計画計は今まで以上に慎重におこない、起債残高、公債費の平準化を念頭に、改善に努める。
　
○【人口１，０００人当たり職員数】：　合併したことにより、類似団体平均を上回っている。定員適正化計画に基づく定年退職者の不補充や
民間委託の推進等により、5年間で14％(約25人)削減する。


